
風力発電（洋上・陸上）・太陽光発電に
関する取組み
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鳥取県生活環境部環境立県推進課



ﾒｶﾞｿｰﾗ(検討中) 泊洋上風力発電
(検討中)

県企業局

湯梨浜町
北栄町

民間

大山ｳｨﾝﾄﾞﾌｧｰﾑ
(大山・名和・中山）

琴浦ｳｨﾝﾄﾞﾌｧｰﾑ
（東伯）大山町西部総合

南部町

民間

民間

民間

山陰海岸学習館

食肉

大山町

県企業局（佐治）

県企業局（加地）

県企業局（舂米）

県企業局（袋川）

県企業局（小鹿第一）

県企業局（小鹿第二）

県企業局（日野川）

県企業局（新幡郷）

バイオマス

12,500kW
民間

小水力（計画中)
県企業局
260kW
（賀祥ﾀﾞﾑ）

小水力（計画中)

230kW
下蚊屋ﾀﾞﾑ

県庁

区分 現状(H22) 将来（H32）

発電量(廃棄物発電等含） 1,131 1,800

自 給 率 24.6% 43.0%

崎津42,900kW
竹内 1,500kW

風力発電(検討中)

岩美
47,500kW
民間30,000kW

民間

単位[kW]

温泉熱(検討中)
50kW
湯梨浜町

温泉熱(想定)

50kW
米子市

記号 区分
現状
(H22)A

将来
（H32）B

増加量
B-A

太陽光発電 15,702 456,000 440,374

風力発電 59,100 196,000 136,900

小水力発電(10,000kW以下) 74,788 77,000 2,212

水力発電(10,000kW超) 41,500 41,500 0

バイオマス 470,802 495,000 24,198

地熱(温泉熱) 0 100 100

再生可能エネルギー計 661,892 1,265,600 603,784

県

中電

農協等

衛研

単位[百万kWh]

（注）自給率の算定に係る需要電力量は、 今後の省エネを考慮し推計。

【エネルギーシフト】鳥取県内再生可能エネルギー導入箇所（現状･将来）

太陽光発電 企業局
西部事
務所
200kW 小水力（計画中)

110kW
船上山ﾀﾞﾑ



区 分 設置者
現状

（H22年度末累計）
目標値

（H26年度末累計）
目標値

（H32年度末累計）

太陽光発電

発電事業者 0 30,000 60,000

事業所 1,824 6,000 104,000

家庭 13,878 33,000 292,000

風力発電 発電事業者 59,100 89,000 196,000

小水力発電(10,000kW以下) 発電事業者 74,788 76,500 77,000

水力発電(10,000kW超) 発電事業者 41,500 41,500 41,500

バイオマス 事業所、家庭 470,802 483,000 495,000

地熱(温泉熱) 事業所 0 50 100

自然エネルギー計
661,892

（現状＋97,234）
759,050

（H26+506,550）
1,265,600

その他（廃棄物等） 事業所 185,199 185,359 189,359

(現状との比率)
合 計

(100%)
847,091

(111%)
944,409

(172%)
1,454,959

自給率 24.6% 28.8% 43.0%     

単位[kW]

【目標値設定方法】
平成２６年度：現在具体的に検討されているものや、過去の実績からの推計値を計上。
平成３２年度：具体的に検討されていなくても現状及び平成26年度までの状況から推計される値を計上。

【エネルギーシフト】 目 標 一 覧



電力会社とのパートナーシップ

中国電力と
「再生可能エネルギー電気導入拡大に関する覚書」を締結

(昨年12月25日)

【合意事項】
○系統への接続及び再生可能エネルギーの受け入れを
適切に行うこと。

○導入拡大を図るため、必要な協議を行うこと。



とっとり環境イニシアティブ推進支援交付金



固定価格買取制度を踏まえた鳥取県の取り組み



固定価格買取制度を踏まえた鳥取県の取り組み



発電事業計画者への鳥取県の支援



目的
○風力発電は、１９８０年代から導入され現在まで着実に設置基数をのばしており、本県におい
ても、大規模な風力発電施設の導入が進められてきた。しかしながら、複数基の風車を伴う
施設の建設は、優れた自然的景観の保全等に支障を及ぼす可能性があるとともに、その建設
場所は渡り鳥の経路や希少な野鳥の生息地、繁殖地である場合もあり、自然保護の面からも
危惧されている。

○そのため、風力発電施設の建設を進めるにあたり、適正な土地利用、環境及び景観の保全並び
に自然の保護に関して、事業者が自主的に遵守すべき事項等を示したガイドラインを作成し
た。

対象事業
○総出力５００kW以上の風力発電施設の新設、増設、移転又は外観上著しい変更を伴う大規模な
改修等

建設計画の基本
○自然的社会的条件についての事前調査の実施
○保全すべき自然環境を有する地域における事業の影響の回避又は低減

施設建設の進め方
○各段階における留意点を明記
・風況精査の観測装置の設置に係る許認可等手続
・説明会等による周辺住民との調整
・建設工事に係る許認可等手続
・環境影響評価項目等の事後調査の実施

風力発電建設ガイドラインの概要



項 目 具 体 的 内 容 備 考

土 地
利 用

農用地区域(農振法)、保安林(森林法)、特別地域(自
然公園法)、海岸保全区域(海岸法)などの土地におけ
る建設を規制。

各法令等の許可基
準により規制

騒 音 最寄りの住宅等において、基準値(昼間50～60ﾃﾞｼﾍﾞﾙ
以下、夜間40～50ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下)を満足すること。

騒音に係る環境基
準について(平成10
年環境庁告示)

電 波
障 害

遮蔽（しゃへい）障害及び反射障害の範囲に住居等
がないこと。

環境影響評価マ
ニュアル(NEDO)

景 観 主要な眺望点から300m以上、主要な幹線道路から
200m以上離し、また、等間隔に配置するなど、配
置・デザイン・色彩等の配慮。主要な眺望景観の変
化等を視覚的に表現し、県又は市町村と協議するこ
と。

環境影響評価マ
ニュアル(NEDO)等

動植物 風力発電施設の建設に伴う生態系に与える環境変化
の程度を推定し、回避、低減するための対策を講じ
ること。

環境影響評価マ
ニュアル(NEDO)

風力発電建設ガイドラインの具体的内容



住宅用太陽光発電システムへの鳥取県の取り組み



県内市町村の住宅用太陽光発電助成制度

市町村名
補助単価
（千円/kW）

補助上限
(KW）

限度額
（千円）

市町村名
補助単価
（千円/kW）

補助上限
(KW）

限度額
（千円）

鳥取市 34 4 136 琴浦町 60 4 240

米子市 48 4 192 北栄町 60 4 240

倉吉市 62.5 4 250 日吉津村 100 4 400

境港市 50 4 200 大山町 45又は52.5 4 180又は210

岩美町 75 4 300 南部町 75 4 300

若桜町 60 4 240 伯耆町 120 4 480

智頭町 75 4 300 日南町 60 4 240

八頭町 75 4 300 日野町 補助制度なし

三朝町 75 4 300 江府町 75 4 300

湯梨浜町 50 4 200

（国補助）1kW当たりの補助対象経費（税別）が
3.5万円を超え47.5万円以下→3.5万円／kW
47.5万円を超え55万円以下→3.0万円/kW

県支援：市町村が対象事業を行う者に補助する額の１／２（限度額75千円／kW、１件当たり4ｋWまで）



非住宅用太陽光発電システムへの鳥取県の取り組み



大規模太陽光発電の鳥取県の取り組み

◯鳥取県内大規模太陽光発電（メガソーラー）候補地 一覧表

ワンストップ相談窓口の設置及びメガソーラー候補地の紹介を実施



風力発電及び太陽光発電を県内に普及・推進するに当たっての課題

共 通

・平成２４年度の調達価格は事業者の意向に沿ったものになっている
ことから、全国的に再生可能エネルギーによる発電事業が進展するこ
とが想定されるが、鳥取県への誘致を図ることが必要である。

・鳥取県内において、発電事業を実施する場合に事業採算性を悪化さ
せるような要因があれば、必要な支援を検討することが必要。

風力発電

・固定価格買取制度における平成２４年度の調達価格等が決定したが
、洋上風力の個別単価が設定されず、陸上風力と同じ単価が適用さ
れることとなり、事業者が泊沖洋上風力発電（３０，０００ｋｗ）の事業展
開を控えているため、当該発電出力（３０，０００ｋｗ）を他の発電事業
で補完することが必要である。（メガソーラーによる補完が現実的）

・陸上風力の新たな適地が少なく、既設地域での増設の検討が必要。

・洋上風力のコストダウンの検討が必要。

太陽光発電

・現在公表しているメガソーラー候補地（２１箇所：7/30現在）で発電事
業が行われるように誘致を促進するとともに、候補地を増やしていくこ
とが必要。

・系統連系の申込みをしないと事業化の有用性が分からない。

・優良農地を外して、農地転用を可能にすることが必要。



固定価格買取制度での調達価格及び調達期間

平成24年6月18日
経済産業省告示第139号

※本表は税込で表記をしていますが、告示上は「税抜き価格＋税」という形で規定されています。ただし、10kW未
満の太陽光及びダブル発電の価格は、それぞれ内税方式で税込で42円、34円となります。


